
  

１．平成23年12月期の業績（平成23年１月１日～平成23年12月31日） 

  

（注）平成22年12月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在しておりますが、当社株式は
平成22年12月期において非上場であり期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。 

  

（２）財政状態 

  

（３）キャッシュ・フローの状況 

  

２．配当の状況 

 （注）平成23年12月期の１株当たり配当金は、上場記念配当１株当たり20円を含んでおります。 

  

３．平成24年12月期の業績予想（平成24年１月１日～平成24年12月31日） 
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  （百万円未満切捨て）

（１）経営成績 （％表示は対前期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年12月期  55,470  22.6  4,730  △7.5  4,495  △8.5  2,648  △9.4

22年12月期  45,263  35.3  5,113  134.5  4,912  134.7  2,923  136.0

  
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

23年12月期  591.07  565.52  35.6  18.4  8.5

22年12月期  2,178.54  －  69.4  27.3  11.3

（参考）持分法投資損益 23年12月期 －百万円 22年12月期 －百万円

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年12月期  27,019  9,211  34.0  1,992.48

22年12月期  21,907  5,687  25.9  4,169.13

（参考）自己資本 23年12月期 9,198百万円 22年12月期 5,665百万円

  
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 

23年12月期  △3,331  311  2,025  5,886

22年12月期  △376  △364  3,081  6,881

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 配当性向 純資産
配当率 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年12月期  －  0.00 － 100.00 100.00  135 4.6 3.2

23年12月期  －  50.00 － 50.00 100.00  459 16.9 5.9

24年12月期（予想）  －  50.00 － 52.00 102.00   16.1  

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  30,422  18.4  2,273  △8.7  2,130  △9.5  1,246  △10.4  270.10

通期  67,530  21.7  5,322  12.5  5,000  11.2  2,930  10.6  634.78



４．その他 

（１）重要な会計方針の変更 

  

（注）詳細は、添付資料20ページ「(6) 重要な会計方針」及び22ページ「(7) 会計処理方法の変更」をご覧くだ

い。 
  

（２）発行済株式数（普通株式） 

   

※  監査手続の実施状況に関する表示 

  この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続きが実施中です。 

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の

前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料２ページ「経営成績に関する

分析」をご覧ください。 

・平成22年12月31日現在の株主に対し平成23年１月１日付をもって、普通株式１株につき３株の割合で株式分割し 

ております。 

  

①  会計基準等の改正に伴う変更： 有     

②  ①以外の変更              ： 有     

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年12月期 4,616,400株 22年12月期 1,359,000株

②  期末自己株式数 23年12月期 17株 22年12月期 －株

③  期中平均株式数 23年12月期 4,481,508株 22年12月期 1,342,118株
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(1）経営成績に関する分析 

 当事業年度における我が国経済は、輸出を原動力に景気回復の兆しが表れつつある中で、平成23年３月に発生した

東日本大震災および福島第一原子力発電所の事故による影響により、サプライチェーンの混乱や生産活動の低下に陥

り、経済活動は大きく停滞いたしました。また、個人消費についても、デフレ経済の長期化や雇用・所得環境が不安

定な中、一部で自粛ムードが生じるなど、厳しい経済環境で推移いたしました。 

 当社が属する不動産業界におきましては、住宅ローン低金利の継続、住宅ローン減税、贈与税非課税枠の拡大、住

宅エコポイント制度等の政策効果もあり、持家および分譲住宅の新設着工戸数は回復傾向にありましたが、震災によ

る一部の建築資材の不足やそれに伴う工期の長期化、購入見送り等の自粛ムードから事業環境は一時的に厳しさを増

したものの、徐々に実需層の活発化が見られ、回復の傾向は広がりつつあります。今後についても、各種住宅取得促

進政策の再開や拡充、被災住宅対策等から住宅投資が堅調に推移していくものと考えられますが、一部の地域におけ

る地盤やホットスポット等の風評による需要の不透明さや、事業用地仕入競争の激化、需給不均衡による在庫増加等

の不安材料もあり、先行きの見通しは予断を許さない状況となっております。 

 このような事業環境の中、当社はひとりでも多くの方にマイホームを持って頂きたいと願う「理想を現実に」の信

念のもと、「価格のValue」「品質のValue」「安心のValue」をコンセプトに、徹底した原価管理と品質の向上に努

め、良質で安心な戸建分譲住宅を低価格で供給することに注力してまいりました。 

 戸建分譲事業では、震災による実需層の買い控えや消費マインドの停滞から契約の落ち込み懸念や、東京都下や埼

玉県といった一部の地域における供給過剰感からの競争過熱傾向に対して、仕入・着工・販売のバランスと在庫回転

率に重点をおいた、市場動向を早期に把握し価格調整を主体的に実施した販売活動を推進いたしました。このことか

ら、平均販売価格の低下を招いたことにより営業利益および営業利益率は前年を下回ることとなったものの、事業用

地在庫の入れ替えが進むとともに仕入・着工・販売のバランスと在庫回転率で適正な水準が保たれ、販売棟数および

売上高は前年実績を上回ることとなりました。 

 また、地域密着型の店舗運営を行い、地域における供給量の水準を適切に保ちながら、一人でも多くの方に住宅を

供給するため、平成23年５月に竹の塚店(東京都足立区)、同年６月に昭島店(東京都昭島市)の２店舗を開設し、平成

23年12月31日現在、本社を含め17店舗による営業を行っております。 

 これらの結果、当事業年度における業績は、売上高 百万円（前年同期比22.6％増）、営業利益 百万円

（前年同期比7.5％減）、経常利益 百万円（前年同期比8.5％減）、当期純利益 百万円（前年同期比9.4％

減）となりました。 

  

 セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

① 戸建分譲事業 

 戸建分譲事業におきましては、新たに営業拠点を２店舗開設し、事業エリアの拡大に努めたことに加え、仕入価

格の適正化及び建築コスト低減への取組み、並びに事業サイクルの短縮に努めた結果、販売棟数は 棟（前事

業年度比27.2％増）、売上高は 百万円(前年同期比22.7％増)、営業利益は 百万円（前年同期比8.8％

減）となりました。 

   

② その他  

 その他の事業における売上高は、 百万円（前年同期比5.7％増）、営業利益は 百万円（前年同期比32.7％

増）となりました。 

  

（次期の見通し） 

 平成24年12月期の見通しにつきましては、欧州の財政金融危機、新興国を含む世界経済の回復ペースの鈍化、高止

まりする円高等、今後の経済情勢は不透明感を増しております。 

 不動産業界におきましても、住宅エコポイント制度の復活やフラット35Sの一部拡大、住宅ローン減税、贈与税非

課税枠の特例措置等の政策や住宅ローン低金利継続の後押し効果はあるものの、個人消費は長期化するデフレ経済、

依然として厳しい雇用・所得環境への不安感、市場への供給過剰による競争激化等、引き続き予断を許さない状況が

続くことが想定されます。 

 このような環境の中、上半期におきましては、当事業年度の下半期と同様に平均販売価格の低下懸念が残ります

が、引き続き在庫回転率を意識した販売を進め、当事業年度の秋口より厳選してまいりました事業用地との在庫の早

期入替により利益向上に努めてまいります。そして、今後も営業拠点の新設による事業エリアの拡大を図り、地域に

おける供給量の水準を適正に保ちつつ、3つの「Value」をコンセプトとした、一次取得者を意識した値ごろ感のある

住宅を積極的に供給してまいります。 

 また、アウトソーシングを活用し、少数精鋭主義を継続するとともに、サプライチェーンの検証や開拓をすすめ、

１．経営成績

55,470 4,730

4,495 2,648

2,331

55,156 4,509

313 220
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調達コスト削減にも努めてまいります。 

 以上により、通期の業績見通しとして、売上高 百万円(前年同期比21.7％増)、営業利益 百万円(前年同

期比12.5％増)、経常利益 百万円(前年同期比11.2％増)、当期純利益 百万円(前年同期比10.6％増)を予定

しております。  

  

(2）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

 当事業年度末における資産合計は、前事業年度末に比べ 百万円増加し 百万円となりました。これは、

現金及び預金が 百万円減少したものの、積極的に分譲用地の仕入を行ったことからたな卸資産が 百万円

増加したことが主な要因であります。 

 当事業年度末における負債合計は、前事業年度末に比べ 百万円増加し、 百万円となりました。これ

は、生産棟数の増加に伴い工事未払金が 百万円増加したこと及び分譲用地の仕入増加に伴い短期借入金が

百万円増加したことが主な要因であります。 

 当事業年度末における純資産合計は、前事業年度末に比べ 百万円増加し、 百万円となりました。これ

は、公募増資等により資本金及び資本準備金がそれぞれ 百万円増加したこと、ならびに当期純利益 百万円

により利益剰余金が増加したことが主な要因であります。 

  

② キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ994百万円減少し、

百万円となりました。 

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は 百万円（前年同期は 百万円の使用）となりました。 

 収入の主な内訳は税引前当期純利益 百万円及び仕入債務の増加額 百万円であり、支出の主な内訳はた

な卸資産の増加額 百万円及び法人税等の支払額 百万円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果獲得した資金は 百万円（前年同期は 百万円の使用）となりました。 

 収入の主な内訳は定期預金の払戻による収入 百万円であり、支出の主な内訳は定期預金の預入による支出

百万円及び有形固定資産の取得による支出 百万円であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果調達した資金は 百万円（前年同期は 百万円の調達）となりました。 

 収入の主な内訳は株式の発行による収入 百万円及び短期借入金の純増加額 百万円であり、支出の主な

内訳は配当金の支払額 百万円であります。  

  

キャッシュ・フロー関連指標の推移は以下のとおりであります。  

（注）１ 各指標は以下の計算式により算出しております。 

 自己資本比率：自己資本／総資産 

 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

２ 時価ベースの自己資本比率については、平成21年12月期及び平成22年12月期において当社株式は非上場で

あり株式時価総額の把握が困難なため、記載しておりません。 

67,530 5,322

5,000 2,930

5,112 27,019

1,380 6,366

1,588 17,808

1,417

1,061

3,523 9,211

623 2,648

5,886

3,331 376

4,488 1,121

6,366 2,494

311 364

520 135

39

2,025 3,081

1,226 1,061

363

  平成21年12月期 平成22年12月期 平成23年12月期 

 自己資本比率（％）  19.6  25.9  34.0

 時価ベースの 

 自己資本比率（％） 
─ ─  31.6

 キャッシュ・フロー 

 対有利子負債比率（年） 
 2.4 ─ ─ 

 インタレスト・カバ 

 レッジ・レシオ（倍）  
 23.0 ─ ─ 
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３ キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッシュ・フロー」を使用して

おります。有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象

としております。また、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の「利息の支払額」を使用してお

ります。 

４ 平成22年12月期及び平成23年12月期については、営業活動によるキャッシュ・フローはマイナスであるた

めキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオは記載しておりません。

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、株主に対する利益還元を経営の重要政策と位置付け、安定配当を継続的に行うとともに当社が属する業界

の中で競争に勝ち残るための企業体質の強化と今後の事業展開等に備えるための内部留保の充実等を勘案しながら、

業績に裏付けられた成果の配分を行うことを基本としております。当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の

配当を行うことを基本方針としております。剰余金の配当の決定機関は、期末配当金については株主総会でありま

す。また、当社は、「取締役会の決議によって、毎年６月30日を基準日として中間配当をすることが出来る。」旨を

定款に定めております。 

 当事業年度の配当につきましては、１株当たり年間 円の配当（うち中間配当 円）を実施することを予定して

おります。中間配当金には、上場記念配当１株当たり 円を含んでおります。 

 また、平成24年12月期におきましては、上記方針並びに通期の業績見通しから、１株当たりの年間配当金額は、１

株当たり 円（うち中間配当 円）とさせていただくことを予定しております。  

   

(4）事業等のリスク 

 当社の事業展開上における現在の事業等に関して、リスク要因となる可能性があると考えられる事項には、以下の

ようなものがあります。当社は、これらのリスク発生の可能性を認識したうえで、発生の回避及び発生した場合の対

応に努める所存であります。また、当社として必ずしも事業上のリスクとして考えていない事項についても、投資家

の投資判断、あるいは当社の事業活動を理解する上で重要と考えられる事項については、積極的な情報開示の観点か

ら記載しております。 

 文中における将来に関する事項は、本短信発表日現在において当社が判断したものであります。 

  

① 消費者の需要動向について 

 当社の戸建分譲事業及びマンション分譲事業の業績は、景気動向、金利動向、地価動向及び税制等に基づく購買

者の購入意欲や需要動向に影響を受けやすいため、景気の先行き悪化や大幅な金利の上昇、地価の上昇、税制の変

更等があった場合には、購買者の購入意欲が減退し、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

また、当社におきましては、建物の完成前に顧客と販売契約を締結することを基本としておりますが、未契約の竣

工物件が長期化すると売れ残りと判断され、また、１年以上経過すると未入居でも中古物件扱いとなり販売価格の

大幅引下げによる対応を強いられるため、建物の工事進捗状況や販売経過時期等を総合的に考慮しながら、購買者

の需要動向を的確に捉えて価格判断をする必要があります。購買需要の極端な縮小や、判断の誤りから完成物件が

長期に滞留化してしまった場合には、採算が悪化し、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

② 法的規制について 

 当社が属する不動産業界は、国土利用計画法、宅地建物取引業法、建築基準法、都市計画法、建築士法、住宅品

質確保促進法等により、法的規制を受けております。当社は、宅地建物取引業者として、「宅地建物取引業法」に

基づく免許を受け、また、「建設業法」に基づいて建設業者としての許可を受け、更に「建築士法」に基づいて本

社においては一級建築士事務所としての登録をし、戸建分譲事業、マンション分譲事業、不動産開発事業、及びそ

の他事業を行っております。今後これらの不動産関連法制が変更された場合や法的規制が新たに設けられた場合に

は、新たな義務や費用の発生により、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

③ 免許、許可及び登録について 

 当社は、事業活動を推進するに際して、下表に掲げる免許、許可及び登録を得ております。宅地建物取引業免許

につきましては、宅地建物取引業法第66条等に該当する場合に取り消されることがあります。また、宅地建物取引

業法では宅地建物取引主任者について一定人数を確保すること等の要件が法律上要求されており、法定最低人数を

欠く場合には、免許、許可及び登録が取り消される場合があります。現在、当該免許等が取り消しになる事由は存

在しておりませんが、将来、何らかの理由により免許、許可及び登録の取消が発生した場合、当社の主要な事業活

動に支障をきたし、業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

100 50

20

102 50
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④ 住宅品質保証について 

 「住宅の品質確保の促進等に関する法律」は瑕疵担保責任期間の10年間義務化と住宅性能表示制度を定めており

ます。同法により、住宅供給者は新築住宅の構造上主要な部分及び雨水の浸水を防止する部分について10年間の瑕

疵担保責任を負っております。当社が販売する戸建住宅は、平成20年７月以前の新築住宅については財団法人 住

宅保証機構による住宅性能保証制度へ登録しており、また平成20年７月以降の新築住宅については住宅瑕疵担保責

任保険法人である同機構の「まもりすまい保険」に、平成21年８月より株式会社 住宅あんしん保証による住宅瑕

疵担保責任保険「あんしん住宅瑕疵保険」に加入しております。当該保険等を利用するためには、同機構及び同社

が定める技術的基準に適合しているかどうかについて同機構及び同社が指定する第三者機関による現場検査を受け

る必要があります。そのため、当社におきましても施工を充実させ、品質監理に万全を期するとともに、販売後の

アフターサービス等に関しましても十分に対応しております。 

 しかしながら、販売棟数の増加に伴い、当社の品質監理に不備が生じた場合には、苦情件数の増加や補修工事の

増加等が当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。さらに、当社の販売した住宅に重大な瑕疵があるとされた

場合等、当社の責によるか否かを問わず、また実際の瑕疵の有無によらず、根拠のない誤認であった場合にも当社

の信用に影響を及ぼし、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

  

⑤ 分譲物件にかかる品質監理等について 

 当社は、戸建住宅及びマンションの開発・分譲等を行う物件について、その品質監理を重視した事業展開を行っ

ております。不動産業界においては、耐震構造計算、土壌汚染等の問題が社会問題化した経緯があり、また昨年の

震災以降耐震強度に対する購買者の意識が非常に強くなっておりますが、当社においてはこれらについて第三者機

関の検査等を含むチェック体制を構築するとともに、過年度物件の再検査等の実施による確認を行っており、現時

点において問題となる物件はないものと認識しております。しかしながら、今後において、当社が供給する物件に

ついて上記事項を含む何らかの瑕疵が生じた場合には、損害賠償請求の発生や当社に対する信頼低下等により、当

社の事業展開及び業績等に影響を与える可能性があります。また、上記問題から法規制等が強化された場合には、

当社の事業展開に影響を与える可能性があります。 

  

⑥ 事業用地等の仕入について 

 当社は、事業用地の情報を不動産業者及び金融機関等のルートから入手しております。当社は、担当者が仕入か

ら販売まで一貫して対応するプロジェクト制を採用しているため、事業計画の策定から仲介不動産業者に対する案

内を迅速に行うことが可能であるものと考えており、それら不動産業者等との信頼関係の構築及び維持に努めてお

ります。しかしながら、当不動産業界に共通する問題である不動産市況の変化、あるいは事業用地等の取得競争の

激化等により、不動産業者からの優良な情報が減少した場合、又は、優良な土地を仕入れることが困難になった場

合等には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。また、当社は土地の取得に際し、土壌汚染・地中埋設

物・地盤沈下等による建築スケジュールや物件の収益性への影響を排除するために、地歴調査を実施しておりま

す。これらの施策にもかかわらず、万一、仕入れた土地に土壌汚染問題等が発生した場合、当社の業績に影響を及

ぼす可能性があります。  

  

⑦ 外部委託業者について 

 当社の戸建分譲事業においては、当社の工事監督が行う施工管理業務（品質監理・工程管理・原価管理・安全管

理）を除く全てにつき複数の取引先業者に部分発注を行っております。また、マンション分譲事業においては、施

工管理も含めて、設計事務所及び総合建設会社に全て外注しております。 

 これにより当社では事業拡大に伴う人件費の抑制を図っておりますが、施工面の大部分を外注に依存しているた

め、万一、当社販売棟数の増加に伴って当社の選定基準に合致する外注先を十分に確保できない場合、外注先の経

営不振やトラブルにより工期が遅延した場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。また、国内外の

市場経済の動向等により、資材価格が上昇し、外注先の原材料調達状況に影響が及んだ際、その状況を販売価格に

転嫁することが難しい場合には、外注費の上昇により当社の経営成績及び財務状態に影響を及ぼす可能性がありま

免許、登録等の別 番 号 有効期間 取消条項 

宅地建物取引業免許 国土交通大臣(2)第7203号 
自 平成23年２月７日 

至 平成28年２月６日 

宅地建物取引業法 

第66条、67条 

一般建設業許可 
東京都知事許可（般－19）

第129567号 

自 平成20年１月25日 

至 平成25年１月24日 

建設業法 

第3条、29条、29条の２  

一級建築士事務所登録 東京都知事登録第53523号 
自 平成19年６月５日 

至 平成24年６月５日 
建築士法第26条 
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す。  

  

⑧ 販売方法について 

 当社では、自社販売を実施しておらず、戸建分譲住宅の販売は各地の仲介不動産業者に委託しております。（ま

た、分譲マンションの販売に関しては販売代理業者を通じて行っております。）当社は、内部に販売部門を保有し

ないことにより人件費及び広告宣伝費等の固定費を抑制できるとともに、仲介不動産業者が保有する事業用地情報

を含めた各種情報を活用できると考えておりますが、販売を外部依存していることから、他社との競合やその他の

理由から、仲介不動産業者が当社物件につき積極的な販売を行わなくなった場合には、当社の業績に影響を及ぼす

可能性があります。  

  

⑨ 競合について 

 分譲住宅業界は事業の継続性を前提とした参入障壁は比較的高いものの、大小様々な既存競合他社が多数存在

し、競争激化による影響を受けやすい業界構造となっております。当社では慎重に計画を精査しプロジェクトを進

行しておりますが、競合他社の動向によっては事業計画の遂行に問題が生じ、業績に重大な影響を及ぼす可能性が

あります。 

  

⑩ 営業地域について 

 当社は、首都圏特に東京都、千葉県、埼玉県、神奈川県と東海圏である愛知県を主たる営業地域として事業展開

を行っており、平成24年２月に調布店(東京都)を開設したことで、当該地域に営業店を18店舗展開しております。

当社は、当該店舗において収集・蓄積した地域特性・市場動向・顧客ニーズ等の情報及び集客を全社で総合的に活

用することにより、地域密着型店舗を基盤とした事業を展開しております。しかしながら、これらの事業展開によ

り、当該地域の市場動向等に強い影響を受ける可能性があり、当該地域の不動産市況の低迷や地域的な景況感悪化

等が生じた場合には、当社の経営成績及び財務状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑪ 訴訟等の可能性について 

 当社は、現段階において業績に重大な影響を及ぼす訴訟を提起されている事実はありません。しかしながら、当

社が販売する不動産におきましては、瑕疵等の発生、又は工事期間中における近隣からの様々なクレーム等が発生

した場合、これらに起因する訴訟その他の請求が発生する可能性があります。これらの訴訟等の内容及び結果によ

っては、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑫ 災害の発生について 

 地震、暴風雨、洪水等の自然災害、戦争、テロ、火災等の人災が発生した場合、当社が所有する不動産の価値が

著しく下落する可能性があり、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑬ 人材の確保・育成について 

 当社が不動産業界の競争激化の中で事業拡大を図るためには、従業員全てが業務の各段階において当社独自の遂

行方法を基本とした専門的なスキルを持つスペシャリスト性や全体を統括できるゼネラリスト性を発揮する必要が

あり、これらの能力を兼ね備えた人材の確保が重要であると言えます。このような人材確保のため、中途採用を積

極的に実施しております。同時に、企業方針にかかる認識の徹底を図るため、平成18年度より新卒採用を行ってお

ります。また、全従業員に対する教育研修を充実することにより、人材の育成に努める方針であります。しかしな

がら、人材の確保、育成が適切に行えなかった場合には、当社の今後の事業展開に影響を与える可能性がありま

す。 

 また、当社は今後、業容の拡大に見合った業務遂行体制の充実に努めてまいりますが、小規模組織で人的資源に

限りがあるなか、役職員に業務遂行上の支障が生じた場合、あるいは役職員が社外流出した場合には、当社の業務

に支障をきたし、当社の事業展開及び経営成績に影響を与える可能性があります。 

  

⑭ 個人情報等の管理について 

 当社は、当社物件の購入をご検討頂くお客様やご購入頂いたお客様等、事業を行う上で多くのお客様の個人情報

をお預かりしております。 

 これらの情報管理については、その管理に万全を期するため、情報管理システムの構築、「個人情報保護規程」

の整備、セキュリティ対策の増強をはかるとともに、社員等への周知徹底に努めております。 

 しかしながら、不測の事態等によって、当該個人情報につき外部流出、改ざん、不正使用等が生じた場合には、

当社への信頼の失墜及びそれに伴う売上高の減少、ならびに損害賠償等により、当社の業績等に影響を及ぼす可能

性があります。また、社会的関心が高まる中で、今後は法規制が一層厳しくなる可能性もあり、社内情報管理の徹
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底した継続をはかる上で、費用が増加する可能性もあります。 

  

⑮ 有利子負債への依存と金利変動の影響について 

 当社は、事業用地の取得資金を主に金融機関からの借入金により調達しており、有利子負債への依存度が高い水

準にあります。今後においても、事業拡大に伴い有利子負債は高い水準で推移するものと想定され、当社の資金調

達能力、及び金利水準などの調達条件の変動により、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

   

⑯ 資金調達について 

 事業用地及び物件の取得資金の資金調達にあたっては、特定の金融機関に依存することなく、案件ごとに金融機

関に融資を打診し、融資実行を受けた後に各プロジェクトを進行させております。しかしながら、万一何らかの理

由により計画した資金調達が不調に終わった場合、あるいは事業着手時期の遅延・中止等が発生した場合には、当

社の事業展開及び業績等に影響を及ぼす可能性があります。また、有利子負債の返済原資は主にプロジェクト物件

の売却代金としており、物件の売却時期が計画から遅延した場合、又は売却金額が当社の想定を下回った場合等に

は、当社の業績及び資金繰りに影響を及ぼす可能性があります。  

  

⑰ ストックオプションと株式の希薄化について 

 当社は、役職員の会社業績の向上に対する意欲や士気を高めることを目的として、ストックオプション制度を導

入しております。今後、行使がなされた場合、当社の１株当たりの株式価値は希薄化する可能性があります。当社

株式の株価次第では、短期的な需要バランスの変動が発生し、株価形成が影響を受ける可能性があります。また、

今後も有能な人材確保を目的に、インセンティブとして継続的に付与することを検討しております。これらによっ

て、更なる株式価値の希薄化が生じる可能性があります。 

 なお、当期末発行済株式総数 株に対して、当期末のストックオプションによる潜在株式数は、

株（潜在株式比率4.1％）となっております。  

  

 該当事項はありません。 

  

  

4,616,400 187,200

２．企業集団の状況
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(1）会社の経営の基本方針 

 当社はひとりでも多くの方にマイホームを持って頂きたいと願い、「理想を現実に」の信念のもと、３つの

「Value」を掲げております。１つ目は「価格のValue」、徹底したコスト管理と、お客様のニーズに合致した必

要充分で無駄のない仕様設備で低価格を実現致します。２つ目は「品質のValue」、住宅の基本性能を重視した

構造と、適正な検査に基づき品質を確保致します。３つ目は「安心のValue」、お客様の実際の生活スタイルを

考慮した安全な企画・設計とアフターサービスの充実を図り、安心を約束致します。この３つの「Value」を基

本方針とし、健全な事業活動を通じてより良い住宅環境の実現に努め、「理想の住まいを提供し続ける」ことで

社会の発展に貢献していきたいと考えております。 

  

(2）目標とする経営指標 

 当社は関東エリア、東海エリアを中心に事業を展開し、毎年、原則前期比販売棟数130％を目標として店舗網

及びシェアの拡大を目指してまいります。また、不動産市況によりますが、事業の採算性を重視し、売上高経常

利益率は10％以上を目標とすることを基本としております。 

  

  

(3）中長期的な会社の経営戦略 

 わが国の経済は、持ち直しの動きが続いているものの、当面、海外経済の減速や円高、タイの洪水等の影響を

受けるとみられ、そのペースは緩やかになっております。不動産業界においても回復経路に復していくと考えら

れますが、そうした状況下で喚起された需要を獲得し、業績の拡大を図るため以下の経営戦略を遂行してまいり

ます。 

① 関東エリア及び東海エリアを中心に店舗網を拡大し、幅広い地域を対象に売上増加を図ります。 

② 仕入、建築、販売、バックヤード業務に至るまで常に業務フローを見直し、事業サイクルの短縮化、 

 資材調達や外注業務における価格交渉等、コストダウンを意識して利益率の向上を図ります。    

③ WantsよりNeedsを意識した必要充分な家造りにより、全ての方が手に入れられる価格での住宅供給を 

 目指してまいります。  

  

  

  

(4) 会社の対処すべき課題 

 依然として先行き不透明ながらも回復基調にある我が国の経済環境の中で、当社は以下の課題に取り組んでま

いります。 

  

①店舗網の拡大 

 より多くの地域に住宅を供給出来るよう、当社の顧客ターゲットである一次取得者層の需要が期待できる

首都圏及び東海エリアを中心に、引き続き事業エリアの拡大に努めてまいります。同時に地域的な需給バラ

ンスの偏りによるリスクを分散してまいります。 

  

②事業の更なる効率化 

 事業用地仕入から販売、アフターサービスに至るまで業務フローを常に見直すことで更なる効率化を図り

ます。また、効率化による事業サイクルの短縮、資材調達や外注業務における価格交渉等、コストダウンは

常に意識すべき課題として取り組んでまいります。 

  

③事業セグメントの拡充 

 戸建分譲事業によって蓄積された実績、ノウハウを活かし、リフォーム事業等のセグメントを派生、強化

し、中長期的にはより幅広い住宅サービスを提供できる組織を目指してまいります。 

  

④組織体制の整備並びに強化 

 上記課題に取り組み、企業として成長し業績を拡大していくため、組織体制を整備、強化してまいりま

す。内部監査室、監査役、監査法人の連携による監査体制の更なる強化と、社員一人一人の法令遵守の意識

徹底により企業コンプライアンスを確保してまいります。また、新卒・中途ともに採用を積極的に行い人材

を確保し、社内外での社員研修によって業務に対するレベルアップを図るとともに、適正な人員配置によっ

て、事業規模の成長に負けない組織作りに取り組んでまいります。 

  

３．経営方針
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(5）内部管理体制の整備・運用状況 

健全な事業活動を通じてより良い住宅環境の実現に努め、「理想の住まいを提供し続ける」ことで社会の発展

に貢献していく事を当社の企業理念にて表明しておりますが、その中で、安定的かつ持続的な企業価値の向上を

実現するために、コーポレート・ガバナンスに関わる諸施策を実施して、経営の適法性と効率性を確保する事を

重要な施策と位置づけるとともに、社内体制を整備し、経営の透明性を高めて参ります。 

当社においては、取締役会・監査役会・内部監査室を設置し、次の通り、経営の適法性と効率性を確保するよ

う努めております。 

  

（取締役会） 

取締役会は月１回定時に開催するほか、必要に応じて適宜開催し、経営目標・経営戦略等の決定及び管理

等の効率性を確保するとともに、会社の重要事項等の決定・報告及び取締役の職務執行の監督機能を果たし

ております。 

取締役会は、コンプライアンスを経営の最重要課題の一つと位置付け、健全な社会規範の下で業務を遂行

するため、役職員等の行動規範及びコンプライアンス方針を定めます。また、「取締役会規程」において決

議事項及び運営方針などを定め、その適正な運営を図ると共に取締役相互に業務執行を監督する体制を確保

します。取締役相互においても、他の取締役に関する重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要

な事実を発見した場合には、直ちに監査役に報告し、遅滞なく取締役会において報告します。 

取締役会に決定された事項のうち伝達が必要な事項については、管理職者会議にて報告がなされ、情報の

共有化が図られることにより迅速に実行に移す体制を整えています。さらに、業務を執行する各部署は、毎

期ごとに代表取締役社長により業務執行方針の承認を受け、方針に基づいた業務運営を行います。 

業務執行に対する管理におきましては、「組織規程」・「職務分掌規程」及び「職務権限規程」を定め、

業務執行における役割の明確化と手続の遵守を図っております。 

取締役の職務の執行に係る情報については、文書又は電磁的媒体に記録・保存し、「文書管理規程」に基

づき適切かつ確実に検索性の高い状態で保存・管理することとし、必要に応じて10年間は取締役又は監査役

から要請があった場合は、常時閲覧可能な状態を維持することとします。 

   

（監査役会） 

監査役会は原則として毎月取締役会が行われる日に開催しております。 

「監査役会規程」によりその運営について規定すると共に、前事業年度の監査実績、繰越し案件等を勘案し

て当事業年度の監査役監査方針及び計画を策定し、監査法人・内部監査室をはじめ関係部門との密接な連携

並びに幅広い情報収集により、監査の実効性と効率性を図ります。 

監査役会に属する監査役がそれぞれの職務分担に応じて実施した監査について、定例の監査役会において

その内容及び結果を報告し、他の監査役の意見を求め協議します。協同して実施した監査については意見を

交換し、共通の認識・判断の醸成を図ります。また、取締役に対し早急に勧告あるいは意見具申が必要と認

められる事実については遅滞なく勧告等を行い是正・改善を求めております。監査役会の協議内容は監査役

会議事録として纏められ、会社法第394条の定めにより、10年間本店に備え置かれます。 

また、監査役は重要な会議に出席し助言と提言を行うほか、重要書類の閲覧を行い業務執行状況及び内部

統制状況の監査を行うと共に、代表取締役社長との定期的な意見交換や監査法人と定期的な情報交換を行う

一方、内部監査室との連携を図り、監査の実効性向上と監査精度の向上を図ります。 

尚、監査役会の事務局は設置しておりません。監査役会の開催、議事録の作成その他監査役の職責遂行に

関する事務は、内部監査室の協力のもと常勤監査役が行っております。 

  

（内部監査） 

当社の内部監査は、毎事業年度末までに翌事業年度の内部監査計画書（監査テーマ・被監査部署・監査予

定月その他必要事項から構成されます。）を作成し、代表取締役社長の承認を得て実施します。 

企業全体としての業績の向上、財産の保全・活用に資することは言うまでもなく、企業としてのコンプラ

イアンスの充実を目標とし、この目標を達成するために、企業としての経営効率の向上と社会的責任を果た

せる体制の構築への指導・助言を基本方針としております。 

内部監査規程に基づき全ての部署を監査対象としており、内部監査規程に定められている業務監査・会計

監査・特命による監査の他、適時に必要と思われる項目についても監査を行っております。 

当社の管理部門（総務部、管理部）及び支社については、原則年２回以上、それ以外の部署については、

半期毎に会計監査及び業務監査等が行える様にスケジュールを組んでおります。その他、代表取締役社長か

ら特命監査の指示があった場合は遅滞なく対応します。 
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監査の方法については口頭による質問、書面監査もしくは実地監査又はこれらの併用により行い、必要に

応じ監査役及び監査法人との調整を行い、効率的な内部監査の実施に努めております。 

上記の取締役会・監査役会・内部監査室以外に、「アイディホーム株式会社社員行動規範」等により、社

員一人一人のコンプライアンス徹底を図ると共に、通常の報告経路外の「内部通報制度」を設けるほか、管

理者による部下との面接制度や教育制度など、マネジメントシステムの一層の高度化に取り組んでまいりま

す。 
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年12月31日) 

当事業年度 
(平成23年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,266,997 5,886,895

売掛金 36,543 60,187

販売用不動産 ※1  2,214,996 ※1  5,872,669

仕掛販売用不動産 ※1  10,187,690 ※1  12,303,349

未成工事支出金 1,535,049 2,129,724

貯蔵品 1,386 324

前渡金 224,112 225,900

前払費用 34,374 42,350

繰延税金資産 195,514 80,237

その他 19,934 93,791

流動資産合計 21,716,600 26,695,429

固定資産   

有形固定資産   

建物 23,772 50,854

減価償却累計額 △4,125 △8,961

建物（純額） 19,646 41,892

構築物 4,183 6,546

減価償却累計額 △1,146 △3,044

構築物（純額） 3,037 3,502

車両運搬具 30,188 43,015

減価償却累計額 △18,310 △38,254

車両運搬具（純額） 11,877 4,760

工具、器具及び備品 47,939 64,962

減価償却累計額 △27,667 △43,454

工具、器具及び備品（純額） 20,272 21,507

土地 － 7,179

有形固定資産合計 54,833 78,842

無形固定資産   

商標権 211 184

ソフトウエア － 25,444

その他 288 288

無形固定資産合計 499 25,916

投資その他の資産   

出資金 5,210 5,220

関係会社出資金 － 1,217

長期前払費用 21,250 18,141

繰延税金資産 21,731 101,912

その他 87,757 93,213

投資その他の資産合計 135,949 219,706

固定資産合計 191,282 324,465

資産合計 21,907,883 27,019,895
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年12月31日) 

当事業年度 
(平成23年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 2,493,143 2,196,536

工事未払金 2,466,694 3,884,479

短期借入金 ※1  8,548,700 ※1  9,610,543

1年内返済予定の長期借入金 53,760 53,760

1年内償還予定の社債 140,000 100,000

未払金 59,431 61,189

未払費用 74,340 72,320

未払法人税等 1,558,220 862,214

前受金 122,000 67,680

預り金 31,944 34,772

賞与引当金 85,423 6,166

完成工事補償引当金 100,348 －

その他 18,960 990

流動負債合計 15,752,965 16,950,652

固定負債   

社債 290,000 490,000

長期借入金 145,220 91,460

退職給付引当金 27,699 42,456

完成工事補償引当金 － 207,454

その他 4,399 26,853

固定負債合計 467,319 858,223

負債合計 16,220,285 17,808,875

純資産の部   

株主資本   

資本金 104,103 728,092

資本剰余金   

資本準備金 62,203 686,118

資本剰余金合計 62,203 686,118

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 5,499,541 7,783,897

利益剰余金合計 5,499,541 7,783,897

自己株式 － △36

株主資本合計 5,665,847 9,198,072

新株予約権 21,750 12,946

純資産合計 5,687,598 9,211,019

負債純資産合計 21,907,883 27,019,895
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

売上高   

不動産販売高 44,966,241 55,107,004

請負工事収入 40,010 49,943

その他の不動産収入 257,331 313,642

売上高合計 45,263,583 55,470,590

売上原価   

不動産販売原価 ※1  37,252,136 ※1  47,329,845

請負工事原価 33,479 38,903

その他の原価 71,870 86,948

売上原価合計 37,357,487 47,455,697

売上総利益 7,906,095 8,014,892

販売費及び一般管理費 ※2  2,792,517 ※2  3,284,447

営業利益 5,113,578 4,730,445

営業外収益   

受取利息 416 157

受取配当金 508 507

違約金収入 8,700 21,162

安全協力会収受金 26,011 28,135

その他 3,530 2,324

営業外収益合計 39,167 52,286

営業外費用   

支払利息 186,634 238,259

社債利息 3,311 3,673

違約金損失 28,800 －

その他 21,963 45,466

営業外費用合計 240,710 287,398

経常利益 4,912,035 4,495,332

特別損失   

固定資産廃棄損 － ※3  1,880

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 4,486

特別損失合計 － 6,366

税引前当期純利益 4,912,035 4,488,966

法人税、住民税及び事業税 2,031,754 1,805,000

法人税等調整額 △43,576 35,096

法人税等合計 1,988,178 1,840,096

当期純利益 2,923,857 2,648,869
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（注） 原価計算の方法は、実際原価による個別原価計算を採用しております。 

  

（注） 原価計算の方法は、実際原価による個別原価計算を採用しております。 

  

（注） 原価計算の方法は、実際原価による個別原価計算を採用しております。 

  

不動産販売原価明細書

    
前事業年度 

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 土地原価    25,255,879  67.8  32,137,259  67.9

Ⅱ 材料費    5,174,149  13.9  6,629,595  14.0

Ⅲ 労務費    468,315  1.3  552,571  1.2

Ⅳ 外注費    5,769,500  15.5  7,226,255  15.3

Ⅴ 経費    565,647  1.5  781,958  1.6

Ⅵ たな卸資産評価損    18,645  0.0  2,204  0.0

合計    37,252,136  100.0  47,329,845  100.0

請負工事原価明細書

    
前事業年度 

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費    15,249  45.6  14,926  38.4

Ⅱ 労務費    1,206  3.6  934  2.4

Ⅲ 外注費    15,682  46.8  21,922  56.3

Ⅳ 経費    1,341  4.0  1,119  2.9

合計    33,479  100.0  38,903  100.0

その他の原価明細書

    
前事業年度 

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 土地・建物取得費    65,353  90.9  79,787  91.8

Ⅱ 外注費    3,177  4.4  4,425  5.1

Ⅲ 経費    3,340  4.7  2,735  3.1

合計    71,870  100.0  86,948  100.0
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 102,153 104,103

当期変動額   

新株の発行 1,950 623,989

当期変動額合計 1,950 623,989

当期末残高 104,103 728,092

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 60,253 62,203

当期変動額   

新株の発行 1,950 623,915

当期変動額合計 1,950 623,915

当期末残高 62,203 686,118

資本剰余金合計   

前期末残高 60,253 62,203

当期変動額   

新株の発行 1,950 623,915

当期変動額合計 1,950 623,915

当期末残高 62,203 686,118

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 2,602,084 5,499,541

当期変動額   

剰余金の配当 △26,400 △364,514

当期純利益 2,923,857 2,648,869

当期変動額合計 2,897,457 2,284,355

当期末残高 5,499,541 7,783,897

利益剰余金合計   

前期末残高 2,602,084 5,499,541

当期変動額   

剰余金の配当 △26,400 △364,514

当期純利益 2,923,857 2,648,869

当期変動額合計 2,897,457 2,284,355

当期末残高 5,499,541 7,783,897

自己株式   

前期末残高 － －

当期変動額   

自己株式の取得 － △36

当期変動額合計 － △36

当期末残高 － △36
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

株主資本合計   

前期末残高 2,764,490 5,665,847

当期変動額   

新株の発行 3,900 1,247,905

剰余金の配当 △26,400 △364,514

当期純利益 2,923,857 2,648,869

自己株式の取得 － △36

当期変動額合計 2,901,357 3,532,224

当期末残高 5,665,847 9,198,072

新株予約権   

前期末残高 22,717 21,750

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △967 △8,803

当期変動額合計 △967 △8,803

当期末残高 21,750 12,946

純資産合計   

前期末残高 2,787,208 5,687,598

当期変動額   

新株の発行 3,900 1,247,905

剰余金の配当 △26,400 △364,514

当期純利益 2,923,857 2,648,869

自己株式の取得 － △36

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △967 △8,803

当期変動額合計 2,900,389 3,523,421

当期末残高 5,687,598 9,211,019
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 4,912,035 4,488,966

減価償却費 29,456 42,385

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 4,486

株式報酬費用 910 236

新株予約権戻入益 △1,878 △75

引当金の増減額（△は減少） △6,458 42,605

受取利息及び受取配当金 △925 △664

支払利息及び社債利息 189,946 241,932

固定資産廃棄損 － 1,880

売上債権の増減額（△は増加） △27,083 △23,644

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,996,691 △6,366,943

前渡金の増減額（△は増加） △50,808 △1,788

前払費用の増減額（△は増加） △5,096 △3,171

仕入債務の増減額（△は減少） 1,106,621 1,121,178

未払金の増減額（△は減少） △34,390 6,028

未払費用の増減額（△は減少） △433 △2,173

前受金の増減額（△は減少） 34,195 △54,320

預り金の増減額（△は減少） △1,559 2,828

その他 △2,213 △91,592

小計 1,145,627 △591,844

利息及び配当金の受取額 906 725

利息の支払額 △191,980 △246,583

法人税等の支払額 △1,331,350 △2,494,277

営業活動によるキャッシュ・フロー △376,797 △3,331,980

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △300,112 △135,000

定期預金の払戻による収入 － 520,167

有形固定資産の取得による支出 △53,177 △39,810

無形固定資産の取得による支出 － △27,161

出資金の払込による支出 － △10

関係会社出資金の払込による支出 － △1,217

その他 △10,746 △5,650

投資活動によるキャッシュ・フロー △364,036 311,317
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,067,305 1,061,843

長期借入金の返済による支出 △121,700 △53,760

社債の発行による収入 288,173 294,425

社債の償還による支出 △130,000 △140,000

株式の発行による収入 3,852 1,226,413

自己株式の取得による支出 － △36

配当金の支払額 △26,400 △363,158

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,081,230 2,025,727

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,340,396 △994,934

現金及び現金同等物の期首残高 4,541,433 6,881,830

現金及び現金同等物の期末残高 ※  6,881,830 ※  5,886,895
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 該当事項はありません。  

  

  

(5）継続企業の前提に関する注記

(6）重要な会計方針

項目 
前事業年度 

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

１ たな卸資産の評価基準及び評価方

法 

(1）販売用不動産、仕掛販売用不動産

及び未成工事支出金 

個別法による原価法（貸借対照表

価額は、収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定） 

(1）販売用不動産、仕掛販売用不動産

及び未成工事支出金 

同左 

  (2）貯蔵品 

最終仕入原価法（貸借対照表価額

は、収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定） 

(2）貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産（リース資産を除

く） 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法を採用して

おります。 

(1）有形固定資産（リース資産を除

く） 

同左 

   なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物及び構築物   ８年～22年

車両運搬具     ２年～４年

工具、器具及び備品 ４年～20年

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物及び構築物   ８年～15年

車両運搬具     ２年～４年

工具、器具及び備品 ４年～20年

  (2）無形固定資産（リース資産を除

く） 

 定額法を採用しております。 

(2）無形固定資産（リース資産を除

く） 

同左 

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づいております。 

  (3）リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引のうち、リース取引開始日が

平成20年12月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

(3）リース資産 

同左 

３ 繰延資産の処理方法 (1) 株式交付費 

 支出時に全額費用として処理し

ております。  

(1) 株式交付費 

同左 

  (2) 社債発行費 

 支出時に全額費用として処理し

ております。  

(2) 社債発行費 

同左 

アイディホーム㈱(3274) 平成23年12月期決算短信

- 19 -



  

項目 
前事業年度 

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

４ 引当金の計上基準 (1）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額のうち当事業年度の負担額

を計上しております。 

(1）賞与引当金 

同左 

  (2）完成工事補償引当金 

 販売した不動産に係る瑕疵担保責任

に基づく補償費等の支出に備えるた

め、販売した不動産に対する将来の見

積補償額に基づいて計上しておりま

す。 

(2）完成工事補償引当金 

同左 

  

  

  

  

（会計方針の変更） 

 完成工事補償引当金残高の負債に占め

る割合が１％を超えたことを契機とし

て、補償工事実施時期の状況を見直した

ところ、１年を超えて発生する割合が増

加傾向にあることが明らかになりまし

た。このため、完成工事補償引当金を当

年度より固定負債として表示しておりま

す。 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。な

お、退職給付債務の見込額は、簡便法

（退職給付に係る期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法）により

計算しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

５ 完成工事高及び完成工事

原価の計上基準 

 当事業年度末までの進捗部分につい

て成果の確実性が認められる工事（工

期がごく短いものを除く）については

工事進行基準（工事の進捗率の見積り

は原価比例法）を、その他の工事につ

いては工事完成基準を適用しておりま

す。  

（会計方針の変更） 

 請負工事に係る収益の計上基準につ

いては、従来、工事完成基準を適用し

ておりましたが、「工事契約に関する

会計基準」（企業会計基準第15号 平成

19年12月27日）及び「工事契約に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第18号 平成19年12月27日）

を当事業年度より適用し、当事業年度

に着手した工事契約から、当事業年度

末までの進捗部分について成果の確実

性が認められる工事（工期がごく短い

ものを除く）については工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比例

法）を、その他の工事については工事

完成基準を適用しております。 

 なお、当事業年度末において、工事

進行基準を適用している工事がないた

め、これによる損益に与える影響はあ

りません。  

同左 

  

  

  

  

  

───── 

  

６ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３ヶ月以内に満期日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資でありま

す。 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。なお、

控除対象外消費税等は発生事業年度の

期間費用としております。 

消費税等の会計処理 

同左 

(7）会計処理方法の変更

前事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

 ───── 

         

（資産除去債務に関する会計基準の適用） 

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除

去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。 

これにより、当事業年度の営業利益及び経常利益はそれ

ぞれ 千円減少し、税引前当期純利益は 千円減少

しております。 

2,102 6,589

(8)表示方法の変更

前事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

───── 

  

  

  

   

（損益計算書） 

前事業年度まで区分掲記しておりました「違約金損失」

（当事業年度4,410千円）は、営業外費用の総額の100分の

10以下となったため、営業外費用の「その他」に含めて表

示しております。  
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(9）財務諸表に関する注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成22年12月31日） 

当事業年度 
（平成23年12月31日） 

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。 

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。 

(1) 借入のために金融機関に対して担保に供している

資産 

(1) 借入のために金融機関に対して担保に供している

資産 

販売用不動産 千円1,355,283

仕掛販売用不動産 千円8,897,499

計 千円10,252,783

販売用不動産 千円3,173,362

仕掛販売用不動産 千円8,285,326

計 千円11,458,688

(2) 上記に対応する債務 (2) 上記に対応する債務 

短期借入金 千円8,415,500 短期借入金 千円9,288,543

 ２ 運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行

と当座貸越契約及びコミットメントライン契約を締結

しております。当該契約に基づく当事業年度末の借入

未実行残高は次のとおりであります。 

 ２ 運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行

と当座貸越契約及びコミットメントライン契約を締結

しております。当該契約に基づく当事業年度末の借入

未実行残高は次のとおりであります。 

借入極度額 千円3,500,000

借入実行残高 千円878,200

差引額 千円2,621,800

借入極度額 千円1,561,600

借入実行残高 千円894,100

差引額 千円667,500

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

※１ 通常の販売の目的をもって所有するたな卸資産の期

末たな卸高は、収益性の低下に伴う簿価切下後の金額

であり、たな卸資産評価損 千円が不動産販売原

価に含まれております。 

18,645

※１ 通常の販売の目的をもって所有するたな卸資産の期

末たな卸高は、収益性の低下に伴う簿価切下後の金額

であり、たな卸資産評価損 千円が不動産販売原

価に含まれております。 

2,204

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は ％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は ％でありま

す。 

76

24

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は ％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は ％でありま

す。 

78

22

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。  主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

販売手数料 千円1,231,065

給料及び手当 千円496,976

賞与引当金繰入額 千円51,241

退職給付費用 千円8,962

租税公課 千円259,334

減価償却費 千円22,519

販売手数料 千円1,507,190

給料及び手当 千円612,498

賞与引当金繰入額 千円3,675

退職給付費用 千円11,913

租税公課 千円325,725

減価償却費 千円28,318

  ※３ 固定資産廃棄損の内訳     

建物 千円1,880
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前事業年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 新株予約権の行使39,000株 

  

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 該当事項はありません。  

  

３ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

４ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末 

株式数 
（株） 

当事業年度 
増加株式数 
（株） 

当事業年度 
減少株式数 
（株） 

当事業年度末 
株式数 
（株） 

 普通株式  1,320,000  39,000  ―  1,359,000

内訳 
新株予約権の
目的となる株
式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当事業年度末 
残高（千円） 前事業 

年度末 
当事業 
年度増加 

当事業 
年度減少 

当事業 
年度末 

ストック・オプションとして

の新株予約権 
－  －  －  －  －  21,750

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年３月26日 

定時株主総会 
普通株式  26,400  20 平成21年12月31日 平成22年３月29日 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年３月30日 

定時株主総会 
普通株式  135,900 利益剰余金  100 平成22年12月31日 平成23年３月31日 
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当事業年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注)１ 普通株式の発行済株式総数の増加3,257,400株は、平成23年１月１日付の株式分割による増加

2,718,000株、公募による新株の発行465,000株及び新株予約権の行使による新株の発行74,400

株であります。  

  ２ 普通株式の自己株式の株式数の増加17株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(注) １株当たり配当額には、上場記念配当１株当たり20円を含んでおります。 

  

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  

  
前事業年度末 

株式数 
（株） 

当事業年度 
増加株式数 
（株） 

当事業年度 
減少株式数 
（株） 

当事業年度末 
株式数 
（株） 

発行済株式   

 普通株式（注）１  1,359,000  3,257,400  ―  4,616,400

   合計  1,359,000  3,257,400  ―  4,616,400

自己株式  

 普通株式（注）２ ―  17 ―  17

   合計 ―  17  ―  17

内訳 
新株予約権の
目的となる株
式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当事業年度末 
残高（千円） 前事業 

年度末 
当事業 
年度増加 

当事業 
年度減少 

当事業 
年度末 

ストック・オプションとして

の新株予約権 
― ― ― ― ―  12,946

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年３月30日 

定時株主総会 
普通株式  135,900  100 平成22年12月31日 平成23年３月31日 

平成23年８月５日  

 取締役会  (注)
普通株式  228,614  50 平成23年６月30日  平成23年９月９日 

決議予定 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成24年３月28日 

定時株主総会 
普通株式  230,819 利益剰余金  50 平成23年12月31日 平成24年３月29日 
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前事業年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

１ 金融商品の状況に関する事項 

(1）金融商品に対する取組方針 

 当社は、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産で行い、また、資金調達については銀行借

入及び社債発行により調達しております。 

  

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

 営業債務である支払手形及び工事未払金は、そのほとんどが４カ月以内に支払期日が到来するものであ

ります。 

 短期借入金は主に分譲用地の取得に係る資金調達であり、長期借入金は設備投資及び運転資金に係る資

金調達であります。また、社債は運転資金に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動

リスクに晒されておりますが、基本的にリスクの低い短期のものに限定しております。 

 法人税、住民税及び事業税の未払額である未払法人税等は、そのほとんどが２カ月以内に納付期限が到

来するものであります。 

 また、これらの債務は流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）に晒されておりま

すが、資金繰計画を作成する等の方法により管理しております。 

  

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成22年12月31日現在）

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成23年12月31日現在）

現金及び預金勘定 千円 7,266,997

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 千円 △385,167

現金及び現金同等物 千円 6,881,830   

現金及び預金勘定 千円 5,886,895

現金及び現金同等物 千円 5,886,895

（リース取引関係）

前事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

１ ファイナンス・リース取引 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リー

ス取引開始日が平成20年12月31日以前のリース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっておりますが、リース契約１件当たりのリース料

総額が3,000千円以上のものがないため、記載を省略し

ております。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リー

ス取引開始日が平成20年12月31日以前のリース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっておりますが、リース契約１件当たりのリース料

総額が3,000千円以上のものがないため、記載を省略し

ております。 

２ オペレーティング・リース取引    

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料  

  

１年内 千円22,129

１年超  千円―

合計 千円22,129

  

（金融商品関係）
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２ 金融商品の時価等に関する事項 

 平成22年12月31日現在における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。 

 （注）１ 金融商品の時価の算定方法は、次のとおりであります。 

資産 

(1) 現金及び預金 

 短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 

負債  

(1) 支払手形、(2) 工事未払金、(3) 短期借入金及び(6) 未払法人税等 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

(4) 1年内返済予定の長期借入金及び(8) 長期借入金 

 長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引い

た現在価値により算定しております。 

(5) 1年内償還予定の社債及び(7) 社債 

 社債の時価については市場価格がないため、元利金の合計額を同様の発行を行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しております。 

  

２ 金銭債権の決算日後の償還予定額は、次のとおりであります。 

  

  
貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1) 現金及び預金  7,266,997  7,266,997 ― 

資産計  7,266,997  7,266,997 ― 

(1) 支払手形  2,493,143  2,493,143 ― 

(2) 工事未払金  2,466,694  2,466,694 ― 

(3) 短期借入金  8,548,700  8,548,700 ― 

(4) 1年内返済予定の長期借入金  53,760  53,995  235

(5) 1年内償還予定の社債  140,000  140,575  575

(6) 未払法人税等  1,558,220  1,558,220 ― 

(7) 社債  290,000  288,310  △1,689

(8) 長期借入金  145,220  147,620  2,400

負債計  15,695,738  15,697,261  1,522

  １年以内（千円） 
１年超５年以内 

（千円） 
５年超10年以内 

（千円） 
10年超（千円） 

現金及び預金 7,266,997 ― ― ―
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３ 社債の決算日後の償還予定額及び長期借入金の決算日後の返済予定額は、次のとおりであります。 

  

  

（追加情報） 

 当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金融商

品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適用しておりま

す。 

   

当事業年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

１ 金融商品の状況に関する事項 

(1）金融商品に対する取組方針 

 当社は、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産で行い、また、資金調達については銀行借

入及び社債発行により調達しております。 

  

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

 営業債務である支払手形及び工事未払金は、そのほとんどが３カ月以内に支払期日が到来するものであ

ります。 

 短期借入金は主に分譲用地の取得に係る資金調達であり、長期借入金は設備投資及び運転資金に係る資

金調達であります。また、社債は運転資金に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動

リスクに晒されておりますが、基本的にリスクの低い短期のものに限定しております。 

 法人税、住民税及び事業税の未払額である未払法人税等は、そのほとんどが２カ月以内に納付期限が到

来するものであります。 

 また、これらの債務は流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）に晒されておりま

すが、資金繰計画を作成する等の方法により管理しております。 

  

  １年以内（千円） 
１年超２年以内 

（千円） 
２年超３年以内 

（千円） 
３年超４年以内 

（千円） 

社債  140,000 40,000  20,000 20,000

長期借入金  53,760 53,760  53,760 37,700

  
４年超５年以内 

（千円） 

社債  210,000

長期借入金  ―
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２ 金融商品の時価等に関する事項 

 平成23年12月31日現在における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。 

 （注）１ 金融商品の時価の算定方法は、次のとおりであります。 

資産 

(1) 現金及び預金 

 短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 

負債  

(1) 支払手形、(2) 工事未払金、(3) 短期借入金及び(6) 未払法人税等 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

(4) 1年内返済予定の長期借入金及び(8) 長期借入金 

 長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引い

た現在価値により算定しております。 

(5) 1年内償還予定の社債及び(7) 社債 

 社債の時価については市場価格がないため、元利金の合計額を同様の発行を行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しております。 

  

２ 金銭債権の決算日後の償還予定額は、次のとおりであります。 

  

  
貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1) 現金及び預金  5,886,895  5,886,895  －

資産計  5,886,895  5,886,895  －

(1) 支払手形  2,196,536  2,196,536  －

(2) 工事未払金  3,884,479  3,884,479  －

(3) 短期借入金  9,610,543  9,610,543  －

(4) 1年内返済予定の長期借入金  53,760  54,193  433

(5) 1年内償還予定の社債  100,000  100,276  276

(6) 未払法人税等  862,214  862,214  －

(7) 社債  490,000  491,177  1,177

(8) 長期借入金  91,460  93,910  2,450

負債計  17,288,993  17,293,331  4,338

  １年以内（千円） 
１年超５年以内 

（千円） 
５年超10年以内 

（千円） 
10年超（千円） 

現金及び預金  5,886,895  －  －  －
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３ 社債の決算日後の償還予定額及び長期借入金の決算日後の返済予定額は、次のとおりであります。 

  

   

前事業年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

 当社は、有価証券を保有しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

 当社は、有価証券を保有しておりませんので、該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。  

  

当事業年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。  

  

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社は、確定給付の制度として退職一時金制度を採用しております。 

   

２ 退職給付債務に関する事項 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  退職給付債務については、簡便法（退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法）

により計算しております。 

  

  １年以内（千円） 
１年超２年以内 

（千円） 
２年超３年以内 

（千円） 
３年超４年以内 

（千円） 

社債  100,000 140,000  140,000 210,000

長期借入金  53,760 53,760  37,700 －

  
４年超５年以内 

（千円） 

社債   －

長期借入金   －

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（退職給付関係）

前事業年度 

（平成22年12月31日） 

当事業年度 

（平成23年12月31日） 

(1)退職給付債務（千円）   27,699   42,456

(2)退職給付引当金（千円）   27,699   42,456

  
前事業年度 

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

退職給付費用（千円）  14,187  19,144
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前事業年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

１ ストック・オプションに係る当事業年度における費用計上額及び科目名 

売上原価           千円 

販売費及び一般管理費       千円 

 なお、当事業年度において新株予約権の失効があったため、新株予約権戻入益 千円を計上してお

ります。  

  

２ ストック・オプション及び自社株式オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプション及び自社株式オプションの内容 

  

（ストック・オプション等関係）

630

679

1,878

名称 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第４回新株予約権 

付与対象者の区分及び

人数 

  

社外協力者 １社 社外協力者 １社 当社取締役 ４名 

当社監査役 ２名 

当社従業員 92名 

株式の種類別のストッ

ク・オプション又は自

社株式オプションの数

（注）２ 

普通株式 株 11,000 普通株式 株 28,000 普通株式 株 67,000

付与日 平成16年９月17日 平成17年１月26日 平成20年１月25日 

権利確定条件 権利確定条件は付されており

ません。 

権利確定条件は付されており

ません。 

①新株予約権の行使時におい

て、当社が株式を日本国内

の証券取引所が開設する市

場に上場していることを要

する。 

②新株予約権者は、新株予約

権の行使時において、当社

取締役、監査役、従業員で

あることを要する。ただ

し、任期満了により退任し

た場合及び定年退職した場

合はこの限りではない。 

対象勤務期間  －  － 付与日から権利確定日まで 

権利行使期間 平成16年９月17日から 

平成22年９月17日まで 

平成17年１月26日から 

平成22年12月31日まで 

平成21年12月28日から 

平成24年12月27日まで 
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（注）１ 第１回新株予約権及び第２回新株予約権はストック・オプションに該当しない自社株式オプションであり、

第４回新株予約権及び第５回新株予約権はストック・オプションであります。 

２ 平成18年２月28日付株式分割（株式１株につき10株）及び平成20年11月21日付株式分割（株式１株につき

100株）による分割後の株式数に換算して記載しております。 

  

名称 第５回新株予約権   

付与対象者の区分及び

人数 

  

当社取締役  ４名 

当社監査役 ３名 

当社従業員 55名 

  

株式の種類別のストッ

ク・オプション又は自

社株式オプションの数 

普通株式 株 36,000   

付与日 平成21年４月10日   

権利確定条件 ①新株予約権の行使時におい

て、当社が株式を日本国内

の金融商品取引所が開設す

る市場に上場していること

を要する。 

②新株予約権者は、新株予約

権の行使時において、当社

取締役、監査役、従業員で

あることを要する。ただ

し、任期満了により退任し

た場合及び定年退職した場

合はこの限りではない。 

  

対象勤務期間 付与日から権利確定日まで   

権利行使期間 平成23年３月27日から 

平成26年３月26日まで 
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(2) ストック・オプション及び自社株式オプションの規模及びその変動状況 

① ストック・オプション及び自社株式オプションの数 

  

（注） 平成18年２月28日付株式分割（株式１株につき10株）及び平成20年11月21日付株式分割（株式１株につき100

株）による分割後の株式数に換算して記載しております。 

  

名称  第１回新株予約権 第２回新株予約権 第４回新株予約権 

付与日  平成16年９月17日 平成17年１月26日 平成20年１月25日 

権利確定前 （株）  

 前事業年度末    －  －  58,500

 付与    －  －  －

 失効    －  －  5,000

 権利確定    －  －  －

 未確定残    －  －  53,500

権利確定後 （株）  

 前事業年度末    11,000  28,000  －

 権利確定    －  －  －

 権利行使    11,000  28,000  －

 失効    －  －  －

 未行使残    －  －  －

名称  第５回新株予約権 

付与日  平成21年４月10日 

権利確定前 （株）   

 前事業年度末    35,500

 付与    －

 失効    1,600

 権利確定    －

 未確定残    33,900

権利確定後 （株） 

 前事業年度末    －

 権利確定    －

 権利行使    －

 失効    －

 未行使残    －
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② 単価情報 

  

（注）１ 平成18年２月28日付株式分割（株式１株につき10株）及び平成20年11月21日付株式分割（株式１株につき

100株）による調整後の１株当たりの金額を記載しております。 

２ 当社は未公開企業であるため、付与日における公正な評価単価を付与日における単位当たりの本源的価値と

読み替えて記載しております。 

  

３ ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

 第４回新株予約権及び第５回新株予約権の付与日における公正な評価単価の見積方法は、当社が未公開企

業であることから、ストック・オプション等に関する会計基準（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）

及びストック・オプション等に関する会計基準の適用指針（企業会計基準適用指針第11号 平成18年５月31

日）により、公正な評価単価に代え、単位当たりの本源的価値の見積りによって算出しております。単位当

たりの本源的価値とは、当社株式の評価額と行使価格との差額であります。また、当社株式の評価額は、第

４回新株予約権については平成19年12月31日における純資産価額方式により算出した価格を参考に決定した

価格であり、第５回新株予約権については平成21年３月31日における純資産価額方式により算出した価格を

参考に決定した価格であります。 

  

４ ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

 基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため，実績の失効数のみ反映させる方法を採用

しております。 

  

５ 当事業年度末における本源的価値の合計額及び当事業年度において権利行使されたストック・オプション

の権利行使日における本源的価値の合計額 

(1) 当事業年度末における本源的価値の合計額 

300,341千円 

  

(2) 当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額 

該当事項はありません。 

  

名称 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第４回新株予約権 

権利行使価格（円）  100  100  500

権利行使時の平均株価（円）  －  －  －

付与日における公正な評価単価（円）  －  －  375.66

名称 第５回新株予約権   

権利行使価格（円）  1,100

権利行使時の平均株価（円）  －

付与日における公正な評価単価（円）  55.71
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当事業年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

１ ストック・オプションに係る当事業年度における費用計上額及び科目名 

売上原価            千円 

販売費及び一般管理費       千円 

 なお、当事業年度において新株予約権の失効があったため、新株予約権戻入益 千円を計上しておりま

す。  

  

２ ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

 （注）平成20年11月21日付株式分割（株式１株につき100株）及び平成23年１月１日付株式分割（株式１株につき３

株）による分割後の株式数に換算して記載しております。  

  

57

178

75

名称 第４回新株予約権 第５回新株予約権 

付与対象者の区分及び

人数 

  

当社取締役 ４名 

当社監査役 ２名 

当社従業員 92名 

当社取締役  ４名 

当社監査役 ３名 

当社従業員 55名 

株式の種類別のストッ

ク・オプションの数

（注） 

普通株式 株 201,000 普通株式 株 108,000

付与日 平成20年１月25日 平成21年４月10日 

権利確定条件 ①新株予約権の行使時におい

て、当社が株式を日本国内

の証券取引所が開設する市

場に上場していることを要

する。 

②新株予約権者は、新株予約

権の行使時において、当社

取締役、監査役、従業員で

あることを要する。ただ

し、任期満了により退任し

た場合及び定年退職した場

合はこの限りではない。 

①新株予約権の行使時におい

て、当社が株式を日本国内

の金融商品取引所が開設す

る市場に上場していること

を要する。 

②新株予約権者は、新株予約

権の行使時において、当社

取締役、監査役、従業員で

あることを要する。ただ

し、任期満了により退任し

た場合及び定年退職した場

合はこの限りではない。 

対象勤務期間 付与日から権利確定日まで 付与日から権利確定日まで 

権利行使期間 平成21年12月28日から 

平成24年12月27日まで 

平成23年３月27日から 

平成26年３月26日まで 
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

① ストック・オプションの数 

 （注）平成20年11月21日付株式分割（株式１株につき100株）及び平成23年１月１日付株式分割（株式１株につき３

株）による分割後の株式数に換算して記載しております。 

  

名称  第４回新株予約権 第５回新株予約権 

付与日  平成20年１月25日 平成21年４月10日 

権利確定前 （株）   

 前事業年度末    160,500  101,700

 付与    －  －

 失効    －  －

 権利確定    160,500  101,700

 未確定残    －  －

権利確定後 （株）  

 前事業年度末    －  －

 権利確定    160,500  101,700

 権利行使    71,100  3,300

 失効    600  －

 未行使残    88,800  98,400
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② 単価情報 

 （注）１ 平成20年11月21日付株式分割（株式１株につき100株）及び平成23年１月１日付株式分割（株式１株につき

３株）による調整後の１株当たりの金額を記載しております。 

   ２ 当社は付与日において未公開企業であるため、付与日における公正な評価単価を付与日における単位当たり

の本源的価値と読み替えて記載しております。 

  

３ ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

   第４回新株予約権及び第５回新株予約権の付与日における公正な評価単価の見積方法は、当社が付与日

において未公開企業であることから、ストック・オプション等に関する会計基準（企業会計基準第８号 

平成17年12月27日）及びストック・オプション等に関する会計基準の適用指針（企業会計基準適用指針第

11号 平成18年５月31日）により、公正な評価単価に代え、単位当たりの本源的価値の見積りによって算

出しております。単位当たりの本源的価値とは、当社株式の評価額と行使価格との差額であります。ま

た、当社株式の評価額は、第４回新株予約権については平成19年12月31日における純資産価額方式により

算出した価格を参考に決定した価格であり、第５回新株予約権については平成21年３月31日における純資

産価額方式により算出した価格を参考に決定した価格であります。 

  

４ ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

   基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため，実績の失効数のみ反映させる方法を採

用しております。 

  

５ 当事業年度末における本源的価値の合計額及び当事業年度において権利行使されたストック・オプション

の権利行使日における本源的価値の合計額 

 (1) 当事業年度末における本源的価値の合計額 

   千円  

 (2) 当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額

   千円 

   

名称 第４回新株予約権 第５回新株予約権 

権利行使価格（円）  167  367

権利行使時の平均株価（円）  2,137  2,062

付与日における公正な評価単価（円）  125.22  18.57

294,816

145,630
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（税効果会計関係）

前事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

  

繰延税金資産 

たな卸資産評価損否認額 千円3,881

工事未払金否認額 千円2,236

未払金否認額 千円338

未払費用否認額 千円4,418

未払事業税 千円114,476

賞与引当金 千円34,472

完成工事補償引当金 千円40,494

退職給付引当金 千円11,178

長期未払金 千円1,775

株式報酬費用否認額 千円8,777

その他 千円0

繰延税金資産合計 千円222,050

繰延税金負債 

前払労働保険料 千円△1,373

その他 千円△3,431

繰延税金負債合計 千円△4,804

繰延税金資産の純額 千円217,246

繰延税金資産 

土地評価損否認額 千円3,482

工事未払金否認額 千円11,114

未払金否認額 千円594

未払費用否認額 千円364

未払事業税 千円64,238

賞与引当金 千円2,509

完成工事補償引当金 千円78,853

退職給付引当金 千円15,130

長期未払金 千円1,567

株式報酬費用否認額 千円5,175

その他 千円8,315

繰延税金資産合計 千円191,346

繰延税金負債 

前払労働保険料 千円△1,320

その他 千円△7,875

繰延税金負債合計 千円△9,196

繰延税金資産の純額 千円182,150

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

  

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため、記載を省略しております。 

  

同左 

  

  

３ 法人税等の税率の変更による繰延税金資産の修正 

 「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図

るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23 

年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のた

めの施策を実施するために必要な財源の確保に関する

特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12 

月２日に公布されたこと及び当事業年度において資本

金が増加したことに伴い法人税等の税率が変更される

こととなりました。 

 この税率変更により、繰延税金資産の金額は

千円減少し、法人税等調整額は 千円増加してお

ります。  

7,254

7,254

アイディホーム㈱(3274) 平成23年12月期決算短信

- 38 -



前事業年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

 当社は、関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

 関連会社の損益等から見て重要性が乏しいため、記載を省略しております。  

  

当事業年度末（平成23年12月31日) 

 当社は、事務所等の不動産賃貸借契約に基づく退去時における原状回復義務を資産除去債務として認識して

おりますが、当該債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

当事業年度（自 平成23年１月１日  至 平成23年12月31日） 

 該当事項はありません。  

  

   

（持分法損益等）

（資産除去債務関係）

（賃貸等不動産関係）
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 当事業年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

１ 報告セグメントの概要 

       当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

       当社は、主に戸建分譲事業及びマンション分譲事業を行っておりますが、戸建分譲事業の占める売上高等

の割合が90％超と大部分を占めるため、「戸建分譲事業」のみを報告セグメントとしております。 

       「戸建分譲事業」は戸建住宅及び宅地の分譲並びに請負工事を行っております。 

  

     ２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失その他の項目の金額の算定方法 

       報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と同一でありま

す。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

  

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失その他の項目の金額に関する情報 

 前事業年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

                        （単位：千円） 

  

 当事業年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

                       （単位：千円） 

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、マンション分譲事業

等を含んでおります。 

   ２ セグメント利益は、財務諸表の営業利益と一致しております。 

   ３ 資産については、事業セグメントに配分しておりません。 

  

４ 報告セグメント合計額と財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項） 

 該当事項はありません。  

  

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報

  報告セグメント その他 

（注）１ 
  

合計 
    戸建分譲事業 

 売上高 

  外部顧客への売上高  44,966,792  296,790  45,263,583

計  44,966,792  296,790  45,263,583

 セグメント利益 

 （注）２ 
 4,947,140  166,438  5,113,578

  その他の項目 

   減価償却費  22,414  104  22,519

  報告セグメント その他 

（注）１ 
  

合計 
    戸建分譲事業 

 売上高 

  外部顧客への売上高  55,156,947  313,642  55,470,590

計  55,156,947  313,642  55,470,590

 セグメント利益 

 （注）２ 
 4,509,530  220,914  4,730,445

  その他の項目 

   減価償却費  28,251  66  28,318
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当事業年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日） 

１ 製品及びサービスごとの情報 

       単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えているため、記載

を省略しております。 

  

     ２ 地域ごとの情報 

      (1) 売上高 

        本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 

  

      (2) 有形固定資産 

        本邦以外の国又は地域に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

     ３ 主要な顧客ごとの情報 

       外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高であって、損益計算書の売上高の10％以上を占めるも

のがないため、記載を省略しております。  

   

当事業年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日） 

 該当事項はありません。   

  

当事業年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日） 

該当事項はありません。  

  

    （追加情報） 

     当事業年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

      当事業年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年

３月21日）を適用しております。 

   

前事業年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

 該当事項はありません。  

  

当事業年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

 該当事項はありません。   

ｂ．関連情報

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

（関連当事者情報）
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（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。 

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜

在株式は存在しておりますが、当社株式は非上場であり

期中平均株価が把握できないため、記載しておりませ

ん。  

１株当たり純資産額 円 銭4,169 13

１株当たり当期純利益金額 円 銭2,178 54

１株当たり純資産額 円 銭1,992 48

１株当たり当期純利益金額 円07銭591

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 
円 銭565 52

   当社は平成23年１月１日付で１株を３株とする株式分割

を行っております。 

 当該株式分割が前事業年度の開始の日に行われたと仮定

した場合の前事業年度における１株当たり情報は以下のと

おりとなります。 

  

 １株当たり純資産額         円 銭 

 １株当たり当期純利益金額       円 銭 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

潜在株式は存在しておりますが、当社株式は非上場であり

期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

1,389 71

726 18

  
前事業年度 

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

 当期純利益（千円）  2,923,857  2,648,869

 普通株主に帰属しない金額（千円） ─ ─ 

 普通株式に係る当期純利益（千円）  2,923,857  2,648,869

 期中平均株式数（株）  1,342,118  4,481,508

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額      

 当期純利益調整額（千円） ─ ─ 

 普通株式増加数（株） ─  202,436

  （うち新株予約権（株）） (─)  (202,436)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額の算定に含まれな

かった潜在株式の概要 

第４回新株予約権 

株主総会の決議年月日 

平成19年３月28日 

新株予約権の数 

個 

新株予約権の目的となる株式の

種類及び数 

535

─── 

  普通株式 株53,500   

  第５回新株予約権 

株主総会の決議年月日 

平成21年３月27日 

新株予約権の数 

個 

新株予約権の目的となる株式の

種類及び数 

339

  

  普通株式 株33,900   
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（重要な後発事象）

前事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

１ 株式分割 

 平成22年12月14日開催の取締役会決議に基づき、平成

23年１月１日付で１株を３株とする株式分割を行ってお

ります。 

  

(1) 分割により増加する株式の種類及び数 

普通株式 株 

(2) 分割方法 

  平成22年12月31日最終の株主名簿に記載又は記録さ

れた株主の所有株式数１株につき３株に分割する。 

(3) 配当起算日 

  平成23年１月１日 

  

 当該株式分割が前事業年度の開始の日に行われたと仮

定した場合の前事業年度における１株当たり情報及び当

事業年度の開始の日に行われたと仮定した場合の当事業

年度における１株当たり情報は、それぞれ以下のとおり

であります。 

  

前事業年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月

31日） 

１株当たり純資産額 

698円10銭 

１株当たり当期純利益金額 

312円87銭 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式は存在しておりますが、当社株式は非上場

であり期中平均株価が把握できないため、記載しており

ません。 

  

当事業年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月

31日） 

１株当たり純資産額 

1,389円71銭 

１株当たり当期純利益金額 

726円18銭 

  潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式は存在しておりますが、当社株式は非上場

であり期中平均株価が把握できないため、記載しており

ません。 

2,718,000

─── 
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前事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

２ 新株の発行  

 平成23年２月９日及び平成23年２月23日開催の取締役

会において、下記のとおり新株式の発行を決議し、平成

23年３月14日に払込が完了いたしました。 

 この結果、資本金は 千円、発行済株式総数は

株となっております。 

  

(1） 募集方法 

 一般募集(ブックビルディング方式による募集)  

(2） 発行する株式の種類及び数 

 普通株式 株 

(3） 発行価格 

 １株につき 円 

 一般募集はこの価格にて行いました。 

(4） 引受価額 

 １株につき 円 

 この価額は当社が引受人より１株当たりの新株式

払込金として受取った金額であります。 

 なお、発行価格と引受価額との差額の総額は、引

受人の手取金となります。 

(5） 払込金額 

 １株につき 円 

 この金額は会社法上の払込金額であり、平成23年

２月23日開催の取締役会において決定された金額で

あります。 

(6） 資本組入額 

 １株につき 円 

(7） 発行価額の総額 

  千円 

(8） 資本組入額の総額 

  千円 

(9） 払込金額の総額 

  千円 

(10）払込期日 

 平成23年３月14日 

(11）資金の使途 

 戸建分譲用地の仕入資金に充当する予定でありま

す。 

717,031

4,542,000

465,000

2,850

2,636.25

2,295

1,318.125

1,067,175

612,928

1,225,856

─── 
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(1）役員の異動 

 該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

５．その他
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